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議案第６７号 

 

 

さぬき市証人等の実費弁償に関する条例の一部改正について 

 

 

さぬき市証人等の実費弁償に関する条例の一部を別紙のとおり改正することにつ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づ

き、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年９月８日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹
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さぬき市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市証人等の実費弁償に関する条例（平成１４年さぬき市条例第４１号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「第１００条第１項」を「第１００条第１項後段」に改め、同条

第３号及び第４号を次のように改める。 

(3) 法第１１５条の２第１項（法第１０９条第５項において準用する場合を含

む。）の規定による公聴会に参加した者 

(4) 法第１１５条の２第２項（法第１０９条第５項において準用する場合を含

む。）の規定による参考人 

第２条第５号中「（農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第１

１条において準用する場合を含む。）」を削り、同条第７号中「第８条第５項」を

「第８条第６項」に改め、同条第８号中「第２９条第１項」を「（昭和２６年法律

第８８号）第３５条第１項」に、「耕作者」を「農業者」に、「関係人」を「関係

者」に改め、同条に次の１号を加える。 

(10) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第３４条（同法第９条第３項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は同法第８１条第３項におい

て準用する同法第７４条の規定による審理員、審査庁等の求めに応じ出頭した

者 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６８号 

 

 

さぬき市税条例等の一部改正について 

 

 

さぬき市税条例等の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求め

る。 

 

 

   平成２８年９月８日提出 

 

                      さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （さぬき市税条例の一部改正） 

第１条 さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように

改正する。 

第１９条中「及び第２号」を「、第２号及び第５号」に、「当該各号」を「第

１号から第４号まで」に改め、「掲げる期間」の次に「並びに第５号及び第６号

に定める日までの期間」を加え、同条第２号中「第４８条第１項の申告書（法第

３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第１９項の規定による申告書に限る。）、」

を削り、同条第３号中「第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及

び第２３項の申告書を除く。）、」を削り、同条に次の２号を加える。 

(5) 第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は

第１９項の規定による申告書に限る。）に係る税額（次号に掲げるものを除

く。） 当該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日 

(6) 第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告

書を除く。）でその提出期限後に提出したものに係る税額 当該提出した日

又はその日の翌日から１月を経過する日 

第４３条第１項中「規定によって」を「規定により」に、「においては」を「に

は」に、「次項」を「この条」に、「総称する」を「いう」に改め、同条第２項

中「次項」の次に「及び第４項」を加え、同条第３項中「から第１項」を「から

同項」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第２項の場合において、所得税の納税義務者が修正申告書を提出し、又は国

の税務官署が所得税の更正（納付すべき税額を増加させるものに限り、これに

類するものを含む。以下この項において「増額更正」という。）をしたとき（国

の税務官署が所得税の更正（納付すべき税額を減少させるものに限り、これに

類するものを含む。以下この項において「減額更正」という。）をしたことに

基因して、第１項の規定によりその賦課した税額が減少した後に、その賦課し

た税額が増加したときに限る。）は、その追徴すべき不足税額（当該減額更正

前に賦課した税額から当該減額更正に基因して変更した税額を控除した金額

（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に

限る。以下この項において同じ。）については、次に掲げる期間（令第４８条

の９の９第４項各号に掲げる市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）

を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

(1) 第４０条の各納期限の翌日から当該減額更正に基因して変更した税額に係

る納税通知書が発せられた日までの期間 

(2) 当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた日
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（当該減額更正が更正の請求に基づくものである場合には、同日の翌日から

起算して１年を経過する日）の翌日から増額更正に基因して変更した税額に

係る納税通知書が発せられた日までの期間 

第４８条第３項及び第４項中「の申告書」を「に規定する申告書」に、「場合

で」を「場合において、」に改め、同条中第６項を第７項とし、第５項を第６項

とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 第３項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下

この項において「修正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告

書に係る市民税について同条第１項、第２項、第４項又は第１９項に規定する

申告書（以下この項において「当初申告書」という。）が提出されており、か

つ、当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正（これに類

するものを含む。以下この項において「減額更正」という。）があった後に、

当該修正申告書が提出されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出により

納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付金の額に相当する税額を含

む。）に達するまでの部分に相当する税額に限る。）については、次に掲げる

期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１

第１項又は第３項の規定による更正があるべきことを予知して提出した修正申

告書に係る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあって

は、第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除

する。 

(1) 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が

当該申告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日

から当該減額更正の通知をした日までの期間 

(2) 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの

（法人税に係る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正

（法人税に係る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合に

は、当該減額更正の通知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の

翌日から当該修正申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の

適用がある場合において、当該修正申告書がその提出期限前に提出されたと

きは、当該修正申告書の提出期限）までの期間 

第５０条第２項中「についても」を「がある場合には、」に、「によるものと

する。なお」を「とし」に、「ときは」を「場合には」に改め、同条第３項中「の

申告書」を「に規定する申告書」に、「場合にあっては」を「場合には」に改め、

「受けたこと」の次に「。次項第２号において同じ。」を加え、同条に次の１項

を加える。 

４ 第２項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下
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この項において「修正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告

書に係る市民税について同条第１項、第２項、第４項又は第１９項に規定する

申告書（以下この項において「当初申告書」という。）が提出されており、か

つ、当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正（これに類

するものを含む。以下この項において「減額更正」という。）があった後に、

当該修正申告書が提出されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出により

納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付金の額に相当する税額を含

む。）に達するまでの部分に相当する税額に限る。）については、次に掲げる

期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人が提出した修正申告書

に係る市民税又は令第４８条の１５の５第３項に規定する市民税にあっては、

第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

(1) 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が

当該申告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日

から当該減額更正の通知をした日までの期間 

(2) 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの 

（法人税に係る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正

（法人税に係る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合に

は、当該減額更正の通知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の

翌日から当該修正申告書に係る更正の通知をした日までの期間 

附則第６条を次のように改める。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第６条 平成３０年度から平成３４年度までの各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第３４条の２の規定に

よる控除については、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは

「同条第１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附

則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２第１

項（第２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定を適用することができ

る。 

附則第１０条の２中第９項を第１６項とし、第８項を第１４項とし、同項の次

に次の１項を加える。 

１５ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の

４とする。 

附則第１０条の２中第７項を第１３項とし、第６項を第７項とし、同項の次に

次の５項を加える。 

８ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する市

町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 
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９ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同号に規定する市

町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第１０条の２中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 法附則第１５条第２９項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１ 

とする。 

附則第２０条の２第１項中「同法」を「租税条約等実施特例法」に改め、同条

第２項第１号中「附則第２０条の２第１項」を「附則第２０条の３第１項」に改

め、同項第２号中「、附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条

の３の２第１項」を「並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の

３の２第１項」に、「附則第２０条の２第１項」を「附則第２０条の３第１項」

に改め、同項第３号中「附則第２０条の２第１項」を「附則第２０条の３第１項」

に、「租税条約等実施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号）」に、「特定給

付補てん金等に係る雑所得等の金額」を「特定給付補填金等に係る雑所得等の金

額」に改め、同項第４号中「附則第２０条の２第１項」を「附則第２０条の３第

１項」に改め、同条第３項中「第３３条及び」を「同条及び」に、「同法」を「租

税条約等実施特例法」に改め、同条第５項第１号中「附則第２０条の２第３項」

を「附則第２０条の３第３項後段」に改め、同項第２号中「、附則第７条第１項、

附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「並びに附則第７条第

１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項」に、「附則第２０条の２第

３項」を「附則第２０条の３第３項後段」に改め、「、第３４条の９第１項中「第

３３条第４項」とあるのは「附則第２０条の２第４項」と」を削り、同項第３号

中「附則第２０条の２第３項」を「附則第２０条の３第３項後段」に、「租税条

約等実施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号）」に、「又は配当所得」を「若

しくは配当所得」に改め、同項第４号中「附則第２０条の２第３項」を「附則第

２０条の３第３項後段」に改め、同条第６項中「附則第２０条の２第３項」を「附

則第２０条の３第３項前段」に改め、同条を附則第２０条の３とし、附則第２０

条の次に次の１条を加える。 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 
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第２０条の２ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４

４号。以下「外国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項に規定す

る特例適用利子等、外国居住者等所得相互免除法第１２条第５項に規定する特

例適用利子等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第２項に規定する特例

適用利子等については、第３３条及び第３４条の３の規定にかかわらず、他の

所得と区分し、その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第２項（外国

居住者等所得相互免除法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する

場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この項において「特例適

用利子等の額」という。）に対し、特例適用利子等の額（次項第１号の規定に

より読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割

を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次の定めるところによる。 

(1) 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２０条の２第１項に規定する特例適用利子等の額」と

する。 

(2) 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項並びに附則第７

条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用につい

ては、第３４条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２

０条の２第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項

前段、第３４条の８、第３４条の９第１項並びに附則第７条第１項、第７条

の３第１項及び第７条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第２０条の２第１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則

第２０条の２第１項の規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3) 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は附則第２０条の２第１項に規定する特例適用

利子等の額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額若しくは外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税

等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第７条第１０項（同法第１１

条第８項及び第１５条第１４項において準用する場合を含む。）に規定する

特定対象利子に係る利子所得の金額、同法第７条第１２項（同法第１１条第

９項及び第１５条第１５項において準用する場合を含む。）に規定する特定

対象収益分配に係る配当所得の金額、同法第７条第１６項（同法第１１条第

１１項及び第１５条第１７項において準用する場合を含む。）に規定する特
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定対象懸賞金等に係る一時所得の金額若しくは同法第７条第１８項（同法第

１１条第１２項及び第１５条第１８項において準用する場合を含む。）に規

定する特定対象給付補填金等に係る雑所得等の金額」とする。 

(4) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに附則第２０条の２第１項に規定する特例適用利

子等の額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第２０条の２第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等所得相互免除法第８条

第４項に規定する特例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第１２条第６

項に規定する特例適用配当等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第３項

に規定する特例適用配当等（次項において「特例適用配当等」という。）につ

いては、第３３条第３項及び第４項の規定は適用しない。この場合において、

当該特例適用配当等については、同条及び第３４条の３の規定にかかわらず、

他の所得と区分し、その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第４項（外

国居住者等所得相互免除法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用す

る場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この項において「特例

適用配当等の額」という。）に対し、特例適用配当等の額（第５項第１号の規

定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の所

得割を課する。 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日

の属する年度分の第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限まで

に提出されたもの及びその提出期限後において市民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたものに限り、その時までに提出された第３６条の３第１

項に規定する確定申告書を含む。）に前項後段の規定の適用を受けようとする

旨の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得

ない理由があると市長が認めるときを含む。）に限り、適用する。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1) 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２０条の２第３項後段に規定する特例適用配当等の額」

とする。 

(2) 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項並びに附則第７

条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用につい

ては、第３４条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２

０条の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第

１項前段、第３４条の８、第３４条の９第１項並びに附則第７条第１項、第
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７条の３第１項及び第７条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第２０条の２第３項後段の規定による市民税の所得割の

額」と、第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第２０条の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

(3) 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は附則第２０条の２第３項後段に規定する特例

適用配当等の額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額若しくは外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非

課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第７条第１４項（同法第

１１条第１０項及び第１５条第１６項において準用する場合を含む。）に規

定する申告不要特定対象配当等に係る利子所得の金額若しくは配当所得の金

額」とする。 

(4) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに附則第２０条の２第３項後段に規定する特例適

用配当等の額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第２０条の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 （さぬき市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 さぬき市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年さぬき市条例第２１

号）の一部を次のように改正する。 

附則第４条第７項中「、新条例」を「、さぬき市税条例」に、「掲げる新条例」

を「掲げる同条例」に改め、同項の表第１９条第３号の項中「第４８条第１項の

申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除く。）、」を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行

する。 

(1) 第１条中さぬき市税条例附則第１０条の２の改正規定及び附則第３条の規定 

公布の日 

(2) 第１条中さぬき市税条例第１９条の改正規定（次号に掲げる部分を除く。）

並びに同条例第４３条、第４８条及び第５０条の改正規定並びに附則第２０条

の２の改正規定及び附則第２０条の次に１条を加える改正規定並びに次条第

４項の規定並びに第２条中さぬき市税条例の一部を改正する条例附則第４条

第７項の改正規定（「、新条例」を「、さぬき市税条例」に、「掲げる新条例」

を「掲げる同条例」に改める部分及び同項の表第１９条第３号の項中「第４８

条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除
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く。）、」を削る部分に限る）並びに次条第１項及び第３項の規定 平成２９

年１月１日 

(3) 附則第４条の規定 平成２９年４月１日 

(4) 第１条中さぬき市税条例附則第６条の改正規定及び次条第２項の規定 平成

３０年１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後のさぬき市税条例（以下「新条例」という。）  

 第４３条第４項の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後に新条例第４ 

 ３条第２項に規定する納期限が到来する個人の市民税に係る延滞金について適用

する。 

２ 新条例附則第６条の規定は、平成３０年度以後の年度分の個人の市民税につい

て適用する。 

３ 新条例第４８条第５項及び第５０条第４項の規定は、前条第２号に掲げる規定

の施行の日以後に新条例第４８条第３項又は第５０条第２項に規定する納期限が

到来する法人の市民税に係る延滞金について適用する。 

４ 新条例附則第２０条の２の規定は、この条例の施行の日（以下この項において

「施行日」という。）の属する年の翌年の１月１日（施行日が平成２９年１月１

日である場合には、同日）以後に支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する

相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）

第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適

用利子等若しくは同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等又は同法第８条

第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当

等若しくは同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る個人の市民税に

ついて適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成２８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２７年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１０条の２第５項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取

得され、又は改良される地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律

第１３号）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。

以下「新法」という。）附則第１５条第２９項に規定する償却資産に対して課す

る平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例附則第１０条の２第８項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取

得される新法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備に対して課する平成

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 
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４ 新条例附則第１０条の２第９項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取

得される新法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備に対して課する平成

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

５ 新条例附則第１０条の２第１０項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに

取得される新法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備に対して課する平

成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

６ 新条例附則第１０条の２第１１項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに

取得される新法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備に対して課する平

成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 新条例附則第１０条の２第１２項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに

取得される新法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備に対して課する平

成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

８ 新条例附則第１０条の２第１５項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに

取得される新法附則第１５条第４２項に規定する家屋及び償却資産に対して課す

る平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 
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議案第６９号 

 

 

さぬき市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 

さぬき市国民健康保険税条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の

議決を求める。 

 

 

   平成２８年９月８日提出 

 

                      さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市国民健康保険税条例（平成１４年さぬき市条例第５６号）の一部を次の

ように改正する。 

附則中第１８項を第２０項とし、第１５項から第１７項までを２項ずつ繰り下げ、

第１４項の次に次の２項を加える。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、

同法第１２条第５項に規定する特例適用利子等又は同法第１６条第２項に規定す

る特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の適用について

は、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林

所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等

に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項

及び第１６条第２項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子等

の額（以下この条及び第２３条において「特例適用利子等の額」という。）の合

計額から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、

第２３条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の

額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する

特例適用配当等又は同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所

得、配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２

３条の規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第１２条第６項及び

第１６条第３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額

（以下この条及び第２３条において「特例適用配当等の額」という。）の合計額

から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山

林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林
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所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第

２３条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」

とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後のさぬき市国民健康保険税条例附則第１５項及び第１

６項の規定は、この条例の施行の日（以下この項において「施行日」という。）

の属する年の翌年１月１日（施行日が平成２９年１月１日である場合には、同

日）以後に支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規

定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用利子等若しく

は同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等又は同法第８条第４項に規定

する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等若しくは

同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る国民健康保険税について

適用する。 
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議案第７０号 

 

さぬき市立幼稚園授業料等徴収条例の一部改正について 

 

 

さぬき市立幼稚園授業料等徴収条例の一部を別紙のとおり改正することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議

会の議決を求める。 

 

 

平成２８年９月８日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市立幼稚園授業料等徴収条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市立幼稚園授業料等徴収条例（平成１４年さぬき市条例第７３号）の一部

を次のように改正する。 

第１条中「保育料等」を「保育料」に改める。 

第３条第１項中「授業料等」を「授業料」に、「別表のとおり」を「さぬき市子

どものための教育・保育給付に関する利用者負担額を定める条例（平成２７年さぬ

き市条例第５号）第２条第１項に規定する額」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 預かり保育料の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

(1) 次号以外の日（第３号に定める時間を除く。） 日額３００円 

(2) 幼稚園の休業日（振り替えて教育課程に係る教育活動を行う日及び次号に定

める時間を除く。） 日額６００円 

(3) 午前７時３０分から午前８時３０分まで １回１００円 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の預かり保育料の額は、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 同一世帯から２人以上の園児が預かり保育を受ける場合の２人目 前項各号

に定める額の半額 

(2) 同一世帯から２人以上の園児が預かり保育を受ける場合の３人目以降 無料 

別表を削る。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 



29 

議案第７１号 

 

 

さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部改正について 

 

 

さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を別紙のとおり改正することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年９月８日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 



30 

さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

 さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例（平成１４年さぬき市条例第１１２号）

の一部を次のように改正する。 

第７条を第８条とし、第６条を第７条とする。 

第５条第１項中「前条」を「第４条」に改め、同条を第６条とする。 

第４条の次に次の１条を加える。 

（所得状況の確認） 

第５条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、対象者の同意を得て、対

象者の課税及び扶養の状況を調査するものとする。 

(1) 対象者に保険給付が行われる場合の高額療養費算定基準額の確認を行うとき。 

(2) その他市長が必要と認めたとき。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７２号 

 

 

さぬき市都市公園条例の一部改正について 

 

 

さぬき市都市公園条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

平成２８年９月８日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 



32 

さぬき市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市都市公園条例（平成１４年さぬき市条例第１８３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表みろく公園の項中「さぬき市大川町富田中３２８６番地外」を「さぬき市大

川町富田中３２８６番地１」に改め、同表金屋第３号公園の項の次に次のように加

える。 

金屋第４号公園 さぬき市志度５３８５番

地２３ 

 

 別表グリーンタウン２号公園の項中「さぬき市志度３４８０番地３０１」を「さ

ぬき市志度３５４２番地５４」に改め、同表藤村西公園の項中「藤村西公園」を「

藤村西緑地公園」に改め、同表オレンジタウン１号公園の項中「さぬき市志度５０

５０番地１２」を「さぬき市志度５０５０番地１２０」に改め、同表オレンジタウ

ン２号公園の項中「さぬき市志度５０５０番地８９」を「さぬき市造田是弘１６５

１番地２５」に改め、同表オレンジタウン９号公園の項中「さぬき市造田是弘１６

１３番地３３」を「さぬき市末１６１３番地３３」に改め、同表オレンジタウン１

２号公園の項中「さぬき市志度５０５５番地１００」を「さぬき市志度５０５０番

地１００」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



33 

議案第７３号 

 

 

財産の無償貸付けについて 

 

 

 次のとおり財産を無償貸付けしたいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第６号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年９月８日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 貸付けする財産の表示 

 

建物（旧松尾小学校） 

所在地 種別 延床面積（㎡） 

さぬき市大川町田面字王子１０３番１ ランチルーム棟 ６６８．００ 

さぬき市大川町田面字王子１２５番 教室棟① ８７５．００ 

さぬき市大川町田面字王子１２５番 教室棟② １８３．００ 

さぬき市大川町田面字王子１２５番 管理棟 ６９８．００ 

さぬき市大川町田面字王子１２５番 渡り廊下棟 ４０．００ 

さぬき市大川町田面字王子１２５番 用務員室棟 １０９．００ 

さぬき市大川町田面字王子１３０番１ 屋内運動場 ９３４．００ 

計 ３，５０７．００ 

 

２ 貸付けの相手方   所在地  高松市池田町１２０８番地１ 

名 称  有限会社長尾農産 

代表者  代表取締役社長 長尾 香壽美 

 

３ 貸付けの期間    平成２８年１１月１日から平成３３年１０月３１日まで 


